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議案第２６号

（総　　則）

第１条

（業務の予定量）

第２条

（収益的収入及び支出）

第３条　　

収　　　　　　　　　入

令 和 7 年 度 千 早 赤 阪 村 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

４７,２０６　千円

営 業 外 収 益

２３９，２５２　千円

１９２，０４６　千円

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 款

(3)

３３５,２３０  ㎥

第 １ 項

７０，７１９　千円公 共 下 水 道 建 設 費

営 業 収 益

令和7年度千早赤阪村下水道事業会計予算

２０１　ha(1)

(2)

処 理 区 域 面 積

年 間 有 収 水 量

第 ２ 項

下 水 道 事 業 収 益
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支　　　　　　　　　出

（資本的収入及び支出）

第４条

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。 （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に

営 業 費 用

資 本 的 収 入

対 し 不 足 す る 額 ２ ７ ， ３ ６ ９ 千 円 は 、 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 ２ ７ ， ３ ６ ９ 千 円 で 補 填 す

特 別 損 失

　９２，８００　千円

２３３，２５５　千円

第 ２ 項 営 業 外 費 用

２５０，１０３　千円

他 会 計 出 資 金

第 ３ 項

３０，９１６　千円

第 １ 款

第 ４ 項

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

る も の と す る 。 ）

１３７，６９５　千円

第 １ 項

予 備 費

１６，６９８　千円

１００　千円

第 １ 項 企 業 債

第 ２ 項

５０　千円

７２９　千円

７４，７１９　千円第 １ 項 建 設 改 良 費

第 ４ 項 負 担 金

１６５，０６４　千円

補 助 金

９０，３４５　千円企 業 債 償 還 金

第 １ 款 資 本 的 支 出

第 ３ 項

第 ２ 項

１３，２５０　千円
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（企業債）

第５条

千円

千円

千円

千円

（一時借入金）

第６条

(予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

(1) 第３条予算内での各項間の流用

(2) 第４条予算内での各項間の流用

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ３ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

予定支出 の 各 項の 経費 の金 額 を 流用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

左 の う ち
据 置 期 間

政府資金について
は、その融資条件に
より、その他の場合
には、その債権者と
協定するものによ

る。ただし、財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、もしくは繰上償
還又は借換えするこ

とができる。

その他

償 還 の 方 法

5,600

普通貸借
(証書借入)
又    は
証券発行

半年賦又は年
賦元利均等、
元金均等又は
満期一括償還

起債の方法

政　　　府

地方公共団体
金融機構

その他

償 還 方 法
利　　　率

公共下水道事業債

起債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方法 、 利 率及 び償還の 方法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

資本費平準化債

流域下水道事業債

限度額

38,600

45,200

起債の目的
償還期限

年以内

３０ ５

資金区分

公営企業会計適用債

年以内

3,400

年５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合

は、利率見直し
を行った後にお
いては、当該見
直し後の利率）
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（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条

(1) 千 円

（他会計からの補助金）

第９条

令和７年３月４日　提　出

千早赤阪村長　 菊　井　佳　宏

下 水 道 事 業 健 全 財 政 運 営 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は

職 員 給 与 費 ６ ， ３ ６ ４

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

１ １ ８ ， ０ ２ ９ 千 円 で あ る 。

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。
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予 算 に 関 す る 説 明 書



収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

（単位：千円）

 　　　　　　款  　　　　　　項  　　　　　　目 予　定　額 備　　　　　　考

 １．下水道事業収益 ２３９,２５２

 １．営業収益 ４７,２０６

 １．下水道使用料 ４７,２０５ 下水道使用料

 ２．その他営業収益 １ 諸収入／雑入

 ２．営業外収益 １９２,０４６

 １．受取利息及び配当金 １ 預金利子

 ２．他会計補助金 １１８,０２９

 ３．長期前受金戻入 ７４,０１６

令和7年度　千早赤阪村下水道事業会計予算実施計画
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支　　　　出

（単位：千円）

 　　　　　　款  　　　　　　項  　　　　　　目 予　定　額 備　　　　　　考

 １．下水道事業費用 ２５０,１０３

 １．営業費用 ２３３,２５５

 １．管渠費 ２７,４０２ 汚水管渠の維持管理に要する費用

 ２．総係費 ５０,９５８ 事業全般の業務に要する費用

 ３．流域下水道維持管理負担金 ４２,３３１ 流域下水道の維持管理に要する費用

 ４．減価償却費 １１２,５６４ 償却資産の減価償却費

 ２．営業外費用 １６,６９８

 １．支払利息及び
 　　企業債取扱諸費

１１,９７７ 借入企業債に対する利息

 ２．消費税及び地方消費税 ４,７２１ 消費税法による納税額

 ３．特別損失 ５０

 １．過年度損益修正損 ５０ 過年度損益修正損

 ２．その他特別損失 ０

 ４．予備費 １００

 １．予備費 １００ 予定外の支出に充当
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資本的収入及び支出　

収　　　　入

（単位：千円）

 　　　　　　款  　　　　　　項  　　　　　　目 予　定　額 備　　　　　　考

 １．資本的収入 １３７,６９５

 １．企業債 ９２,８００

 １．建設企業債 ４２,０００ 下水道債（公共下水道事業債、流域下水道事業債）

 ２．資本費平準化債 ４５,２００ 下水道債（資本費平準化債）

 ３．その他企業債 ５,６００ 下水道債（公営企業会計適用債）

 ２．他会計出資金 ３０,９１６

 １．他会計出資金 ３０,９１６

３．補助金 １３,２５０

１．国庫補助金 １３,２５０ 下水道費国庫補助金

５．負担金 ７２９

 1.受益者負担金 ７２９ 受益者負担金
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支　　　　出

（単位：千円）

 　　　　　　款  　　　　　　項  　　　　　　目 予　定　額 備　　　　　　考

 １．資本的支出 １６５,０６４

 １．建設改良費 ７４,７１９

 １．公共下水道建設費 ７０,７１９ 施設等の改良に要する費用

 ２．流域下水道建設費 ４,０００ 流域下水道の建設改良に伴う負担金

 ２．企業債償還金 ９０,３４５

 １．企業債償還金 ９０,３４５
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（税抜き、単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 0

減価償却費 112,564

賞与等引当金の増減額 27

貸倒引当金の増減額 50

長期前受金戻入額 △ 74,016

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 11,977

未収金の増減額 △ 8,834

未払金の増減額 △ 40,829

小　　計 938

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 11,977

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 11,038

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 64,290

無形固定資産の取得による支出 △ 3,636

国庫補助金による収入 13,250

負担金による収入 729

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 53,947

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資金による収入 30,916

企業債による収入 92,800

企業債の償還による支出 △ 90,345

財務活動によるキャッシュ・フロー 33,371

資金増加額 △ 31,614

資金期首残高 130,284

資金期末残高 98,670

令和７年度千早赤阪村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）
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令 和 ７ 年 度   千 早 赤 阪 村 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

⒈ 総 括

区　　　　　　　分
職 員 数 （ 人 ） 給　　　　　与　　　　　費　　（　千　円　） 法定福利費 合　　計

特 別 職 一 般 職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 計 （ 千 円 ） （ 千 円 ）

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1 0 2,812 0 2,555 5,367 997 6,364

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

度 合             計 0 1 0 2,812 0 2,555 5,367 997 6,364

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1 0 2,910 0 1,997 4,907 925 5,832

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

度 合             計 0 1 0 2,910 0 1,997 4,907 925 5,832

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 △ 98 0 558 460 72 532

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合             計 0 0 0 △ 98 0 558 460 72 532

（ 単 位 ： 千 円 ）

手当の内訳

区     分 扶 養 手 当 地 域 手 当 管 理 職 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当
期 末 勤 勉

手 当
時 間 外 勤 務

手 当
児 童 手 当 退 職 給 付 費

本 年 度 0 282 0 270 120 0 1,235 648 0 0

前 年 度 0 175 0 0 190 0 1,204 428 0 0

比     較 0 107 0 270 △ 70 0 31 220 0 0

- 11 -



⒉ 給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区　　　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

給　　　　料 △ 98千円 1. 昇給に伴う -

増減分

2. その他の増 △ 98千円 (1) 新陳代謝等に伴う増減分 職員の異動状況

減分 △ 98千円

(2) その他調整額等に係る 現に在職 その他 計

増減分 する職員数

- 本年度 １ 人 ０ 人 人

前年度 人 0 人 1 人

比　 較 0 人 0 人

１

0

１

人

手　　　　当 1. 制度改定に - - 千円 給与改定の状況558千円

伴う増減分

その他 -    千円

2. その他の増 558千円 新陳代謝等に伴う増減分

減分 558千円
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⒊ 給 料 及 び 手 当 の 状 況

⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与 ⑵ 初 任 給

区　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　分 一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度
一 般 行 政 職

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ２３４，３３３円 大   学   卒 ２２５，６００円 ２２５，６００円

平 均 給 与 月 額 ２９０，３３３円 高   校   卒 ２０１，０００円 ２０１，０００円

平 均 年 齢 ２４歳１１月

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ２４２，５００円

平 均 給 与 月 額 ２７２，８５０円

平 均 年 齢 ３５歳１月

⑶ 級 別 職 員 数

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 １ １００．０

２ 級 ０

３ 級 ０

４ 級 ０

５ 級 ０

６ 級 ０

７ 級 ０

計 １ １００．０

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 ０

２ 級 １ １００．０

３ 級 ０

４ 級 ０

５ 級 ０

６ 級 ０

７ 級 ０

計 １ １００．０
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（ 級 別 の 基 準 的 な 職 務 内 容 ）

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一 般 行 政 職 主事、技師、
主事補又は技
師補の職務

相当の経験を
必要とする主
事又は技師の
職務

主査の職務 係長の職務 課長代理の職
務

課長の職務 部長の職務

⑷ 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ） （ 月 分 ）

本 年 度 ２．３０ ２．３０ ４．６０ 有

前 年 度 ２．２５ ２．２５ 有４．５０

一 般 会 計 の 制 度 ２．３０ ２．３０ ４．６０ 有

⑸ 定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

３５年勤続の者 最高限度
その他の加算措置等

（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）

３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５
（ 支 給 率 等 ）

支 給 率 等 ２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者

３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９

＊２％～４５％　加算

定年前早期退職特例措置

＊２％～２０％　加算

２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９
定年前早期退職特例措置国の制度
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⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域

支 給 対 象 職 員 数 １人

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 １０ ％

支 給 率 １０ ％

⑺ 特 殊 勤 務 手 当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 -

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） -

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 -

⑻ そ の 他 の 手 当

通 勤 手 当 同　一

住 居 手 当 同　一

区 分

扶 養 手 当

一般会計の制度との異同

同　一
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（単位 ：千円）

左 の 財 源 内 訳

国 庫 支 出 金

４,０２０

令 和 ７ 年 度   千 早 赤 阪 村 下 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項

千早赤阪村下水道事業財務
会 計 シ ス テ ム 導 入 等 業 務

期 間 金 額

９，７７２ ５,７５２
令和７年度から
令和９年度まで

限 度 額

期 間

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

令和３年度から
令和６年度まで

４,０２０

企 業 債 そ の 他金 額
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（税抜き）
千円 千円 千円

（１） 下 水 道 使 用 料 42,810
（２） 雨 水 処 理 負 担 金
（３） そ の 他 営 業 収 益 1 42,811

（１） 管 渠 費 18,393
（３） 総 係 費 13,560
（４） 流 域 下 水 道 管 理 運 営 負 担 金 38,828
（５） 減 価 償 却 費 83,622
（６） 資 産 減 耗 費 0
（７） そ の 他 営 業 費 用 0 154,403

△ 111,592

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
（２） 他 会 計 補 助 金 76,554
（３） 長 期 前 受 金 戻 入 49,180
（４） 雑 収 益 0 125,735

（１） 支 払 利 息 10,692
（２） 雑 支 出 0 10,692

（１） 予 備 費 0 0 115,043

3,451

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 46
（２） そ の 他 特 別 損 失 3,405 3,451 △ 3,451

0
0
0
0

令和６年度千早赤阪村下水道事業会計予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

１． 営　　業　　収　　益

２． 営　　業　　費　　用

営　　業　　利　　益

３． 営　　業　　外　　収　　益

４． 営　　業　　外　　費　　用

５． 予備費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経　　常　　利　　益

６． 特別損失

当 年 度 純 利 益
前 年 度 未 処 理 欠 損 金
そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額
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（税抜き、単位：千円）

（１） 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 57,721
ロ 建 物 29,291

減価償却累計額 △ 802 28,489
ハ 構 築 物 1,956,054

減価償却累計額 △ 71,008 1,885,046
ニ 機 械 及 び 装 置 130,855

減価償却累計額 △ 8,839 122,016
有 形 固 定 資 産 合 計 2,093,272

（２） 無 形 固 定 資 産
イ 施 設 利 用 権 80,805
ロ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 合 計 80,805
固 定 資 産 合 計 2,174,077

（１） 現 金 預 金 130,284
（２） 未 収 金 20,112

貸 倒 引 当 金 △ 18 20,094
（３） 貯 蔵 品 0

流 動 資 産 合 計 150,378
資 産 合 計 2,324,455

（１） 企 業 債
イ 765,978

固 定 負 債 合 計 765,978

（１） 企 業 債
イ 90,344
ロ 0

（２） 未 払 金 123,557
（３） 引 当 金

令和６年度千早赤阪村下水道事業会計予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
１． 　固　　定　　資　　産

２． 　流　　動　　資　　産

負　　　債　　　の　　　部
３． 　固　　定　　負　　債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

４． 　流　　動　　負　　債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
その他の企業債
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イ 賞 与 引 当 金 410
ロ 法 定 福 利 引 当 金 79

引 当 金 合 計 489
流 動 負 債 合 計 214,390

（１） 長 期 前 受 金
イ 長 期 前 受 金 1,144,503

収 益 化 累 計 額 △ 49,180 1,095,323
繰 延 収 益 合 計 1,095,323
負 債 合 計 2,075,691

（１） 自 己 資 本 金 153,344
（2） 繰 入 資 本 金 37,699

資 本 金 合 計 191,043

（１） 資 本 剰 余 金
イ 補 助 金 0
ロ 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 57,721

資 本 剰 余 金 合 計 57,721
（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 0
利 益 剰 余 金 合 計 0
剰 余 金 合 計 57,721
資 本 合 計 248,764
負 債 ・ 資 本 合 計 2,324,455

　剰　　余　　金

５． 　繰　延　収　益

資　　　本　　　の　　　部
６． 　資　　本　　金

７．
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重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法による
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法による
・ 主な耐用年数

施設利用権
引当金の計上方法

・ 職員の退職手当は、「下水道事業職員の退職手当の取扱いに関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担する
こととなっているため、退職給付引当金は計上していない。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
（12月から３月までの４ヵ月分）を計上している。

法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
の負担に属する額（12月から３月までの４ヵ月分）を計上している。

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
該当事項なし

令　和　６　年　度　注　記　表

1

⑴
①

８ ～ ５０ 年
１５ ～ ５０ 年
７ ～ １５ 年

工具、器具及び備品 ５ 年
②

４５ 年
⑵

① 退職給付引当金

②

③

④

⑶
①

2
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予定貸借対照表等関連
担保に供している資産

担保に供している資産はなし。
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会
計が負担すると見込まれる額は８５６，３２２千円である。

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項
該当事項なし

その他の注記
該当事項なし

3
⑴

①
⑵

①

⑶

4
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（税抜き、単位：千円）

（１） 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 57,721
ロ 建 物 29,291

減価償却累計額 △ 1,673 27,618
ハ 構 築 物 2,003,253

減価償却累計額 △ 169,299 1,833,954
ニ 機 械 及 び 装 置 147,948

減価償却累計額 △ 18,729 129,219
有 形 固 定 資 産 合 計 2,048,512

（２） 無 形 固 定 資 産
イ 施 設 利 用 権 80,928
ロ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 合 計 80,928
固 定 資 産 合 計 2,129,440

（１） 現 金 預 金 98,670
（２） 未 収 金 28,946

貸 倒 引 当 金 △ 68 28,878
（３） 貯 蔵 品 0

流 動 資 産 合 計 127,548
資 産 合 計 2,256,988

（１） 企 業 債
イ 776,161
ロ 0

固 定 負 債 合 計 776,161

（１） 企 業 債
イ 82,617
ロ 0

（２） 未 払 金 82,728

　固　　定　　負　　債

その他の企業債

令和７年度千早赤阪村下水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
１． 　固　　定　　資　　産

２． 　流　　動　　資　　産

負　　　債　　　の　　　部

　流　　動　　負　　債

その他の企業債

４．

建設改良費等の財源に充てるための企業債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

３．
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（３） 引 当 金
イ 賞 与 引 当 金 432
ロ 法 定 福 利 引 当 金 84

引 当 金 合 計 516
流 動 負 債 合 計 165,861

（１） 長 期 前 受 金
イ 長 期 前 受 金 1,158,482

収 益 化 累 計 額 △ 123,196 1,035,286
繰 延 収 益 合 計 1,035,286
負 債 合 計 1,977,308

（１） 自 己 資 本 金 191,043
（2） 繰 入 資 本 金 30,916

資 本 金 合 計 221,959

（１） 資 本 剰 余 金
イ 補 助 金 0
ロ 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 57,721

資 本 剰 余 金 合 計 57,721
（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 0
利 益 剰 余 金 合 計 0
剰 余 金 合 計 57,721
資 本 合 計 279,680
負 債 ・ 資 本 合 計 2,256,988

７． 　剰　　余　　金

資　　　本　　　の　　　部

　繰　延　収　益

６． 　資　　本　　金

５．

- 23 -



重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法による
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法による
・ 主な耐用年数

施設利用権
引当金の計上方法

・ 職員の退職手当は、「下水道事業職員の退職手当の取扱いに関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担する
こととなっているため、退職給付引当金は計上していない。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
（12月から３月までの４ヵ月分）を計上している。

法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
の負担に属する額（12月から３月までの４ヵ月分）を計上している。

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
該当事項なし

年

５

年
８

１５

年

年
年

１５

1

⑴
①

②

③

７

①

４５
⑵

工具、器具及び備品

退職給付引当金

～

④

令　和　７　年　度　注　記　表

2

～ ５０
～ ５０

②

⑶
①
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予定貸借対照表等関連
担保に供している資産

担保に供している資産はなし。
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会
計が負担すると見込まれる額は８５８，７７７千円である。

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項
該当事項なし

その他の注記
該当事項なし

⑴
3

①

⑶

⑵
①

4
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予 算 参 考 資 料



(単位:千円)

款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

１．下水道事業収益 239,252 172,941 66,311

１．営業収益 47,206 47,206 0

１．下水道使用料 47,205 47,205 0

下水道使用料 47,205 47,205 0

２．その他の営業収益 1 1 0

雑収益 1 1 0 雑収益 1

２．営業外収益 192,046 125,735 66,311

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １．受取利息及び配当金 1 1 0

預金利息 1 1 0 普通預金利息 1

２．他会計補助金 118,029 76,554 41,475

一般会計補助金 118,029 76,554 41,475 一般会計補助金 118,029

３．長期前受金戻入 74,016 49,180 24,836

長期前受金戻入 74,016 49,180 24,836 減価償却費に係る長期前受金の収益化

令和7年度千早赤阪村下水道事業会計予算説明書

説　　　　　明

収 益 的 収 入
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(単位:千円)

款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

１．下水道事業費用 250,103 179,416 70,687

１．営業費用 233,255 160,844 72,411

１．管渠費 27,402 20,225 7,177

光熱水費 2,374 1,954 420 マンホールポンプ等下水道施設電気代 2,160

マンホールポンプ等下水道施設水道代 214

通信運搬費 108 120 -12

委託料 20,428 11,718 8,710 MP場及び小吹台低区中継ポンプ場維持管理業務 6,027

個人MP場維持管理業務 1,496

下水道施設緊急対応業務 528

不明水調査業務 2,922

下水道管渠カメラ調査 198

下水道台帳管理システム保守業務 242

495

440

ガス検知器メンテナンス業務 52

雨天時侵入水対策計画策定業務 8,028

賃借料 350 311 39

説　　　　　明

収 益 的 支 出

MP場及び小吹台低区中継ポンプ場維持管理業務保守管理業務

小吹台低区中継ポンプ場送水ポンプオーバーホール作業
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款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

修繕費 2,000 2,000 0

材料費 128 128 0 補修用原材料

工事請負費 2,000 2,000 0 維持補修工事

会費負担金 0 1,980 -1,980 南河内４市町村下水道事務広域化事務負担金

保険料 14 14 0

２．総係費 50,958 14,287 36,671

給料 2,812 2,910 -98 一般職員

職員手当等 2,555 1,997 558 地域手当 282

住居手当 270

通勤手当 120

時間外勤務手当 648

期末手当 642

勤勉手当 593

賞与引当金繰入額 432 410 22

法定福利費 997 925 72 職員共済組合負担金 988

互助会 9

法定福利費引当金
繰入額

84 79 5

旅費 49 49 0 職員出張旅費

報奨金 95 0 95 一括報奨金

備消品費 329 357 -28 事務用備消品費

燃料費 98 102 -4 公用車燃料費

説　　　　　明
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款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

印刷製本費 50 50 0 諸印刷費

委託料 43,134 7,218 35,916 1,340

13,860

下水道使用料事務委託料 5,868

22,066

手数料 24 5 19 手数料

修繕費 120 64 56 修繕費

会費負担金 72 72 0 日本下水道協会会費 57

大阪府下水道協会会費 5

大阪府下水道事業促進協議会会費 10

補償金 1 1 0 補償費

保険料 32 15 17 保険料

公租公課 9 0 9 自動車重量税

負担金 15 15 0 水洗便所改造助成金

貸倒引当金繰入 50 18 32

３．流域下水道維持管理負
　　担金

42,331 42,710 -379

負担金 42,331 42,710 -379 大和川下流流域下水道管理費

４．減価償却費 112,564 83,622 28,942

有形固定資産減価償却費 109,051 80,648 28,403 建物減価償却費 870

構築物減価償却費 98,291

機械及び装置減価償却費 9,890

無形固定資産減価償却費 3,513 2,974 539 無形固定資産減価償却費

説　　　　　明

下水道事業経営戦略改訂版策定業務

下水道事業公営企業会計システム保守委託料

下水道受益者負担金システム移行導入委託料
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款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

２．営業外費用 16,698 15,017 1,681

１．支払利息及び企業債
　　取扱諸費 11,977 10,692 1,285

企業債利息 11,755 10,544 1,211 企業債支払利息 11,077

資本費平準化債利息 678

借入金利息 222 148 74 借入金利息

２．消費税及び地方消費税 4,721 4,325 396

消費税 4,721 4,325 396 消費税

３．特別損失 50 3,455 -3,405

１．過年度損益修正損 50 50 0

過年度損益修正損 50 50 0 下水道使用料還付金

２．その他特別損失 0 3,405 -3,405

その他特別損失 0 3,405 -3,405

４．予備費 100 100 0

１．予備費 100 100 0

予備費 100 100 0

説　　　　　明
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(単位:千円)

款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

１．資本的収入 137,695 136,544 1,151

１．企業債 92,800 74,300 18,500

１．建設企業債 42,000 26,300 15,700

公共下水道事業債 38,600 22,300 16,300 公共下水道整備事業債

流域下水道事業債 3,400 4,000 -600 大和川下流流域下水道事業債

2．資本費平準化債 45,200 45,200 0

資本費平準化債 45,200 45,200 0 資本費平準化債

3．その他企業債 5,600 2,800 2,800

公営企業会計適用債 5,600 2,800 2,800 公営企業会計適用債

２．他会計出資金 30,916 37,699 -6,783

１．他会計出資金 30,916 37,699 -6,783

一般会計出資金 30,916 37,699 -6,783

３．補助金 13,250 24,490 -11,240

１．国庫補助金 13,250 24,490 -11,240

国庫補助金 13,250 24,490 -11,240

４．負担金 729 55 674

１．受益者負担金 729 55 674

受益者負担金 729 55 674

説　　　　　明

資 本 的 収 入
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   (単位:千円)

款 項 目 節 予定額 前年度 増減額

１．資本的支出 165,064 164,511 553

１．建設改良費 74,719 67,752 6,967

１．公共下水道建設費 70,719 63,752 6,967

委託料 10,526 7,699 2,827 下水道管移設検討業務委託料 3,850

下水道実施設計委託料 1,000

下水道事業法適化支援業務委託料 5,676

工事請負費 60,193 56,053 4,140 個人マンホールポンプ設置工事 2,800

汚水管渠布設工事及び舗装本復旧工事 29,589

公共ます設置新規工事 2,000

マンホールポンプ更新工事 12,432

小吹台低区中継ポンプ場改築更新工事 12,372

個人マンホールポンプ更新工事 1,000

2．流域下水道建設費 4,000 4,000 0

負担金 4,000 4,000 0

２．企業債償還金 90,345 96,759 -6,414

1．企業債償還金 90,345 96,759 -6,414 .

企業債償還金 90,345 96,759 -6,414

資 本 的 支 出

説　　　　　明
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